
図るため、備品の維持管理を行う。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
給食調理に使用する機器や物品の、大型備品（真空冷却機・給湯器など）や中型備品（冷凍庫・冷蔵庫・炊 ・年間を通し、給食備品の維持管理（修繕）を行なう。
飯器など）、小型備品（野菜切機・球根皮剥機・配膳車など）について、修繕や購入など維持管理を行う。 ・年間を通し、給食備品を購入し、設置する。

当該年度 　（工事を伴うものは、７，８月　１２月　３月に設置する。）
執行計画 ・真空冷却機（根戸小）、給湯器（湖北台西小）を購入し、設置する。

(3)事業内容 内　　容

購入する備品数 想定値 28当該年度
単位 個

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 44 40

平成32年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 87

平成33年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 99

全体的な備品の老朽化に伴う故障、備品購入の予算要求
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

備品購入費 4,410 備品購入費 4,191 備品購入費 4,191 備品購入費 4,191
備品設置工事費 300 備品設置工事費 300 備品設置工事費 300 備品設置工事費 300
修繕料 6,400 修繕料 6,400 修繕費 6,400 修繕費 6,400
委託料 185 委託料 185 委託料 185 委託料 185

＊ 真空冷却機 2,500 ＊ 給湯器（湖北台西小） 1,440 ＊ 食器消毒保管庫(ｵｰﾄﾘﾌﾄ式)（白山中） 2,000 ＊ 食器消毒保管庫(ｵｰﾄﾘﾌﾄ式)（白山中） 2,000
＊ 湖北台西小学校給食室給湯器設置工事 1,100 ＊ 真空冷却機（湖北小） 2,600 ＊ 真空冷却機（並木小） 2,600
＊ 真空冷却機（根戸小） 2,600 ＊ ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ（我孫子中） 2,600 ＊ 洗浄機（布佐南小） 2,500

実施内容 ＊ ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ設置工事(我孫子中) 3,000 ＊ 牛乳保冷庫（久寺家中） 1,400
＊ 洗浄機（湖北台中） 2,500 ＊ 給湯器（並木小） 1,440

(8)施行事項
費　　用 ＊ 牛乳保冷庫（高野山小） 1,400 ＊ 並木小学校給食室給湯器設置工事 1,100

＊ 牛乳保冷庫（我孫子中） 1,400
＊ 牛乳保冷庫（湖北中） 1,100
＊ 食器消毒保管庫（布佐南小） 1,700
＊ 食器消毒保管庫（布佐南小） 900

予算(決算)額 合　　計 13,795 合　　計 16,216 合　　計 30,276 合　　計 22,116
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,795 16,216 30,276 22,116

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,875 19,296 33,356 25,196
(11)単位費用

625千円／個 689.14千円／個
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性の確保、質の向上のために必要である。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
44 40 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,296 △2,421
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△14.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.21

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1030 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食備品管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,296 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 20,323 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 学校給食の円滑な運営及び安全な実施を



校給食を提供する
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
・小、中学校（１９校）の給食管理･指導業務。 ・年３回（６・１０・２月）市内１９校の給食室の点検を実施し、改善等の指導を行う。
・学校給食関係者対象の研修会を実施する。 ・学校給食会総会（４月）定例栄養士会（８月を除く各月）、調理研修会（６・１０・２月）を実施する。
・学校給食用消耗品等の購入や維持管理を行う。 当該年度 ・学校給食関係者（直営・委託・臨時の調理員及び栄養士）の衛生管理研修会を８月に行う。
・学校給食関係職員等の細菌検査を実施する。 執行計画 ・給食業務関係者の腸内細菌検査を毎月実施する。

(3)事業内容 内　　容 ・給食施設の清掃保守点検および修繕を行う。 ・７～８月（夏季休業中）に給食室の大型清掃業務を行う。　　
・嘱託職員・臨時職員の人事管理全般を行う。 ・学校給食費補助事業（第３子以降分）を行う。
・給食食材の放射性物質測定を行う。 安心・安全でおいしい学校給食を実施できた日数 想定値 180当該年度
・学校給食費補助事業（第３子以降分）を行う。 単位 日

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食の 間接 安心・安全でおいしい学校給食を実施できた日数 ％ 100 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

平成32年度 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食の 間接 安心・安全でおいしい学校給食を実施できた日数 ％ 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

平成33年度 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食の 間接 安心・安全でおいしい学校給食を実施できた日数 ％ 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 10,776 消耗品費 10,289 消耗品費 10,289 消耗品費 10,289
手数料 1,175 手数料 1,158 手数料 1,158 手数料 1,158
委託・修繕費 2,994 委託・修繕費 2,590 委託・修繕費 2,590 委託・修繕費 2,590
報酬 4,305 報酬（１号・３号嘱託職員） 4,494 報酬（１号・３号嘱託職員） 4,494 報酬（１号・３号嘱託職員） 4,494
保険料（社保・雇用） 775 保険料（社保・雇用） 774 保険料（社保・雇用） 774 保険料（社保・雇用） 774
賃金（臨時職員分） 6,896 賃金（臨時職員８人分） 5,516 賃金（臨時職員８人分） 5,516 賃金（臨時職員８人分） 5,516
旅費（費用弁償も含む） 296 旅費（費用弁償も含む） 260 旅費（費用弁償も含む） 260 旅費（費用弁償も含む） 260

実施内容 負担金 29 負担金 29 負担金 29 負担金 29
＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 355 ＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 253 ＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 253 ＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 253

(8)施行事項
費　　用 ＊ 測定機器保守点検委託料 162 ＊ 測定機器保守点検委託料 162 ＊ 測定機器保守点検委託料 162 ＊ 測定機器保守点検委託料 162

＊ 外部委託検査手数料 243 ＊ 外部委託検査手数料 280 ＊ 外部委託検査手数料 280 ＊ 外部委託検査手数料 280
＊ 学校給食費補助事業（第３子以降分） 15,582 学校給食費補助事業（第３子以降分） 13,244 学校給食費補助事業（第３子以降分） 13,244 学校給食費補助事業（第３子以降分） 13,244

＊ 賃金（臨時職員１人分） 854 ＊ 賃金（臨時職員１人分） 854 ＊ 賃金（臨時職員１人分） 854

予算(決算)額 合　　計 43,588 合　　計 39,903 合　　計 39,903 合　　計 39,903
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 43,114 39,429 39,429 39,429

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 474 □特会 □受益 □基金 ■その他 474 □特会 □受益 □基金 □その他 474 □特会 □受益 □基金 □その他 474
換算人数(人) 12.7 11.7 11.7 11.7
正職員人件費 111,760 102,960 102,960 102,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 4,305 5,379 4,600 4,600
臨時職員賃金額 6,896 6,387 6,370 6,370

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 155,348 142,863 142,863 142,863
(11)単位費用

844.28千円／日 793.68千円／日
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性、質の向上のために必要である。　　 ○①事前確認での想定どおり
法制度等に対応する必要・義務がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 142,863 12,485
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

8.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.07

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1031 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食管理運営事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 14 人 (換算人数 11.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 142,863 千円 (うち人件費 102,960 千円）⑦事業費
総事業費 176,540 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 安全で良質な学



境の整備を行う。事務の効率化や適正な予算執行・備品
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 の有効活用を図る。
展開方向

・市内の全小中学校を運営維持していくための学校備品を適正に購入管理する。（学校備品予算の執行や伝 ・市内小中学校19校の備品管理事務を一括で行いながら学習環境の整備を行うと共に、事務の効率化や適正
票作成・備品台帳の管理など庶務的事務全般） な予算執行・備品の有効活用を図る。
・教育基本法の改正を踏まえ、子どもたちに「生きる力」を育むことを目指し、言語活動・理科教育・外国 当該年度 ・備品の老朽化、学級数の増加などの理由により、教育備品の充実が求められることから、計画的な購入を
語教育・道徳教育・体験教育などの充実を図る。 執行計画 すすめていく。備品管理システムを活用し学校備品の管理を適正かつ効率的に行う。

(3)事業内容 内　　容 ・各学校の備品を管理するため、システムの導入し適正かつ効率的な備品の活用を行う。 ・学校における働き方改革の取り組みの一つとして、学校職員の勤務時間外における業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間の確保と充実を図るため、市内全小中学校に電話機自動音声応答装置を設置する。
各学校に配当された備品予算の執行率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 % 100 100

平成32年度 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 ％ 100

平成33年度 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 ％ 100

　購入から３０年以上経っている老朽化した大型備品が多くあり、多額の購入費がかかることから、事業計画を立て、他部署と
(7)事業実施上の課題と対応 の調整をしながら効率的に購入することが必要になる。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校備品購入費 19,201 小学校備品購入費 18,479 小学校備品購入費 18,980 小学校備品購入費 18,980
中学校備品購入費 10,412 中学校備品購入費 9,952 中学校備品購入費 10,453 中学校備品購入費 10,453
小学校備品管理システム使用料 454 小学校備品管理システム使用料 458 小学校備品管理システム使用料 458 小学校備品管理システム使用料 458
中学校備品管理システム使用料 195 中学校備品管理システム使用料 197 中学校備品管理システム使用料 197 中学校備品管理システム使用料 197

＊ 小学校備品購入費（学級増に伴う,3学級 1,511 ＊ 小学校備品購入費（学級増に伴う,2学級 1,026 ＊ 小学校備品購入費（学級増に伴う) 500 ＊ 小学校備品購入費（学級増に伴う) 500
＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う,2学級 889 ＊ 小中学校電話機自動音声対応装置 1,130 ＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う） 500 ＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う） 500

【９月補正】 ＊ 小中学校電話機自動音声対応装置設置に 1,058 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 2,000 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 2,000
実施内容 学校図書購入 64 ＊ 伴なう付帯工事費 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,500 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,500

（教育振興基金活用） ＊ 理科室実験台（根戸小） 4,826 ＊ 理科室実験台（湖北台西小） 4,500
(8)施行事項

費　　用 ＊ 理科室実験台（久寺家中） 4,500 ＊ 理科室実験台（我孫子中） 4,500

予算(決算)額 合　　計 32,726 合　　計 32,300 合　　計 43,914 合　　計 43,588
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 32,662 32,300 43,914 43,588

その他の財源 □特会 □受益 ■基金 □その他 64 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 35,806 35,380 46,994 46,668
(11)単位費用

358.06千円／％ 353.8千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校の設置者として、児童生徒の学習ニーズに対応しながら教育備品の整備管理を行う。学校を維持管理していくため必 ○①事前確認での想定どおり
要な備品購入およびその管理を担う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 35,380 426
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

1.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.28

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1037 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校備品管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 35,380 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 市内小中学校１９校の備品管理事務を通じ、学習環


